Poursuivre la Responsabilite Sans Faute de L\u27agresseur en Legitime Defense Civile by 鈴木 清貴








































































































































































































































































720 条 1 項ただし書を民法 709 条の特則として考えるのである。
　もちろん、侵害者と防衛者との間に監督・被監督の関係まではみられな














　このような論理によって、民法 720 条 1 項ただし書を民法 709 条の特則











































































の正当防衛における侵害者の責任根拠」愛知大学法学部法経論集 205 号 25
頁以下（2016 年）（以下「侵害者の責任根拠」として引用する）。
2	 鈴木・「第三者の救済」（前掲注（1））452 頁。
3	 菱谷精吾『不法行為論』（再訂増補第三版）（清水書店・1912 年）232、233 頁
（小見出し）。






























（有斐閣・1996 年）171 頁、潮見佳男『不法行為法Ⅰ〔第 2版〕』（信山社・
2009 年）430 頁において、すでに用いられており参考にした。
9	 加藤一郎『不法行為〔増補版〕』（有斐閣・1974 年）136 頁（初版は 1957 年
刊行）、幾代＝徳本・前掲注（6）101、102 頁、四宮和夫『不法行為』（青林




為』〔1937 年刊行のものの復刻版〕（日本評論社・2004 年）112 頁。
12	鳩山・前掲注（11）851 頁、我妻・前掲注（11）110 頁、幾代＝徳本・前掲




















































行為に対する監督義務者の責任を民法 709 条に基づき肯定した最判昭和 49












































　本稿は、2016 年 10 月 15 日開催の第 3回不法行為法研究会（明治大学）
における報告原稿をもとに加筆したものである。当日は、新美育文先生、
畑中久彌先生をはじめ、ご出席の先生方から様々なご指摘、ご助言をいた
だいた。記して厚く御礼申し上げる次第である。
